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To Our Shareholders

株主のみなさまへ

株主の皆様には、ますますご清栄のことと

お慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、

厚くお礼申し上げます。

当社グループは、長期経営構想「VISION-21＆

ACTION-21」に基づき、健全で利益ある経営の

実現に取り組んでおります。

2008年度の業績は、世界的な金融危機に伴う

実体経済の急激な悪化、半導体製造設備に対する

大幅な投資抑制、さらには急激な円高などの影響

により、主力の制御事業をはじめ、計測機器事業、

新事業その他の3事業セグメントすべてにおいて

減収減益という極めて厳しい決算となりました。

現在直面している厳しい事業環境を乗り越え、

2011年度以降の成長に向けて利益体質への

転換を図るため、当社グループは2009年度と

2010年度の2年間を「次なる飛躍に向けた構造

改革の時期」と位置づけました。固定費削減に

よる経営効率の向上と事業ポートフォリオの

見直しに向けた諸施策を徹底して実行すること

によって、企業価値の向上を図る所存です。

株主の皆様には、引き続きご支援ご鞭撻を賜り

ますようお願い申し上げます。

2009年6月

代表取締役会長 代表取締役社長

次なる飛躍に向け、
アクションプランに基づく
構造改革を着実に実行していきます。代表取締役社長

海堀 周造

2008年度の業績について

教えてください。

2008年度の当社グループの業績については、

世界的な金融危機に伴う実体経済の悪化により年度

後半から国内外で急激に設備投資が抑制されたこと、

半導体市況の悪化により半導体テストシステムの市場

が大幅に縮小したこと、さらには昨年9月以降、急激に

円高が進行したことにより、売上高が前年度比609

億円減の3,765億円、営業利益は、前年度比227億

円減の47億円と大幅な減収減益となりました。また、

最終損益については、有価証券の評価損や固定資産

の減損損失などを特別損失に計上したことに加え、

繰延税金資産の取り崩し等により法人税等調整額

256億円を計上したことから、384億円の当期純

損失となりました。

現在、世界の主要国が景気回復のために大規模な

景気刺激策を取りつつあり、その効果を期待する声も

ありますが、楽観視することはできないと考えています。

このような状況の中で、2009年度の業績見通しに

ついては、固定費削減により損益分岐点売上高を

3,500億円以下に下げることによって何としても営業

赤字を回避したいと考えていましたが、現在の厳しい

事業環境と不透明な経済状況を踏まえ、売上高見通し

を前年度比615億円減の3,150億円とせざるを

得ないと判断したため、営業損益は90億円の損失と、

期初からの赤字計画となりました。社長として、この事実

を重く受け止め、固定費削減及び事業ポートフォリオの

見直しのためのアクションプランの実行を加速すること

としました。

2009年度は

どのような見通しですか？

Interview 
with the 
President 
and CEO

社長インタビュー
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Interview 
with the 
President 
and CEO

社長インタビュー

アクションプランの概要と

進捗状況について

教えてください。

本年2月10日、経済環境の急激な変化に対処する

ため、2009年度、2010年度の2年間を「次なる

飛躍に向けた構造改革の時期」と位置づけ、固定費の

削減と事業ポートフォリオの見直しを柱としたアクション

プランを発表しました。

固定費の削減については、340億円の固定費を削減

し損益分岐点売上高を3,500億円以下とすること、

事業ポートフォリオの見直しについては、制御事業への

リソース集中、基盤技術としての計測技術の維持・発展、

新事業の選択と早期立ち上げ、不採算事業からの撤退

を基本方針として、収益構造の改善に向け早急に

現状のポートフォリオを見直すこととしました。

これまでの取り組みの結果、固定費削減については、

人件費削減、設備投資の抑制、活動費など固定経費の

削減などにより当初予定の340億円を上回る、約380

億円の削減を今年度の計画に織り込むことができま

した。しかし、赤字計画であるという現状を踏まえ、

さらなる固定費削減、生産コスト削減への取り組みを

全社を挙げて進めます。

一方、事業ポートフォリオの見直しについては、将来

の発展に向け制御事業を中心としたポートフォリオを

構築していくこととしました。制御事業については、

経営資源を集中投入することにより、競争力をさらに

高め、グローバル制御市場でのNo.1カンパニーを

目指します。計測機器事業については、まずは、不採算

分野の整理と注力分野への絞り込みを行い、採算の

改善を図ります。新事業については、市場の成長性、

収益性、当社が競争優位を確立できるかの観点で、

選択と集中を行います。

高いレベルの計測技術を持っていることは、他社に

無いYOKOGAWAの強みだと思っています。従来は

計測技術を計測機器事業の中にとどめ、他の事業に

活用するということが充分にできていませんでした。

今後は、当社が計測技術を持つ強みを生かし、これを

制御など他の事業と融合させ、競合他社との差別化

を図っていきます。今まで計測できなかったものを

計測し、制御につなげることで次世代の制御技術に

展開していくことができるようになるのです。

例えば、新エネルギーの開発、よりクリーンで効率の

高い生産プロセスの開発、資源の再利用、環境保全

など現在多くの関心が集まっている最先端の分野では、

まず正確かつ安定的に対象を計測するためのモノサシ

を開発するところから始める必要があります。そこに

当社にとって大きなビジネスのチャンスがあると考えて

います。

まずは、理想のプラント「VigilantPlant」を実現する

製品、ソリューションを強化し、お客様のプラントの

生産性向上に貢献していきます。そして、グローバル

市場で充分に戦えるコスト競争力を実現します。

そのためには、従来の生産・調達・物流のコストダウン

だけにとどまらず、グローバルな視点でのコスト構造

の最適化にまで踏み込んでいく必要があると思って

います。また、ビジネスの運営についてもグローバル

化を加速していきます。今後、市場は先進国から

新興国や開発途上国へと急速にシフトします。

そこでは各国の事情に合わせたビジネスの展開

がより重要となります。従来の日本中心のビジネス

運営を改め、経営効率と競争力の最大化を目指し、

事業リソースや機能をグローバルに最適配置し

ていきます。

私は、YOKOGAWAは将来に向かって発展する

大きなポテンシャルを持っている企業だと思ってい

ます。なぜなら、計測・制御・情報の三つの技術をあわ

せ持つユニークな企業であり、これらの技術をもって、

多くの産業に広く経営効率向上のソリューションを提供

する能力を持っているからです。

また、世界は今、経済の発展と、環境の保全の両立を

図らなければならないという課題に直面しています。

経済性を維持しながら環境保全を実現するための新

エネルギーや省エネルギー技術の開発・普及にも、

当社の持つ技術を基盤としたソリューションが有効

活用されていくことは間違いないと考えています。

2009年度は、当社にとっても非常に厳しい一年とな

りますが、今この時期を「次なる飛躍に向けた構造改革の

時期」と位置づけ、着実に施策を実行してまいります。

今後とも皆様の変わらぬご支援をお願い申し上げます。

計測機器事業の

方向性についてどのように

考えていますか？

YOKOGAWAグループの

将来性について

どう考えていますか？

グローバル制御市場で

No.1カンパニーとなるため

には何を行いますか？
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1
News@ 電力やLNG分野で

大型プロジェクトを受注

海外における制御事業は、年度前半はプラントへの投資

が活発に行われたことから堅調に推移し、ロシアのガスプロ

ムネフチと戦略的パートナーシップ協定を締結したのを

はじめ、世界的な企業との提携や大型受注が相次ぎ

ました（第133期中間報告書で紹介）。年度後半は、金融

危機とそれに伴う実体経済の悪化により計画中のプロ

ジェクトが延期されるなど減速に転じましたが、当社が得意

とする分野のうち電力やLNG（液化天然ガス）については

金融危機の影響をあまり受けず堅調に推移し、大型プロ

ジェクトを受注しました。

オーストラリアでは、天然ガスを燃料とする発電所として

は同国最大級のトレンスアイランド発電所向けに、制御シス

3
News@ 独創的なガス分析技術を持つ

米国企業を買収、省エネ・環境
保全に向けた提案力を強化 4

News@「第3回日中省エネルギー・
環境総合フォーラム」で
当社の省エネ技術を紹介

当社グループは、ガス分析計の分野で独創的な技術を

持つ、米国Analytical Specialties, Inc.（以下ASI社）の

全株式を取得し、2008年11月より波長可変半導体レーザ

（TDL）ガス分析計の販売を開始しました。

TDLガス分析計は、さまざまな産業分野で、燃焼管理の

ための酸素濃度、一酸化炭素濃度測定、排ガス中のアンモ

ニアや塩酸濃度測定、天然ガスパイプラインの管内水分量

測定などに使われます。煙道中のガスを直接かつ高速に

測定でき、コストパフォーマンスが良いことから、今後のガス

分析計の主流になっていくものと考えられます。

ASI社のTDLガス分析計は、独自の技術により、優れた

測定精度、再現性を実現しています。当社はこれを製品

ラインアップに加えることで、制御事業における省エネル

ギーや環境保全、安全操業などに対する提案力を高めます。

11月28日（金）、経済産業省や中国政府機関等の主催に

より、東京で開催された「第3回日中省エネルギー・環境

総合フォーラム」で、当社は省エネ事例の発表を行いました。

このフォーラムは、中国の地球温暖化対策や環境保護対策

を推進するために日中が連携を図ることを目的としたもの

で、両国の閣僚や企業担当者など約1,100人が参加。

当社は「省エネ技術（節電・節油）・省エネ診断分科会」に

参加し、「事業所・オフィスビルにおける省エネ事例」を

テーマに、日中における事例と効果、CO2排出量削減に

貢献する当社の技術を紹介しました。

また、開催前日には、中国国家発展改革委員会のメンバー

60人が、当社の省エネモデル工場である甲府工場を見学。

「見える化」による無駄の把握とその解析がエネルギー削減

の重要な手段であることを現場で確認されました。

当社の製品ラインアップに加わった、波長可変半導体レーザガス分析計

2
News@

理想のプラントを実現するビジョン「VigilantPlant」を国内にも展開

2008年度は、国内市場における一層の競争力向上を図

るため、これまで海外で展開してきた理想のプラントを実現

するビジョン「VigilantPlant」の国内展開を開始しました。

YOKOGAWAは2003年、海外市場を開拓するため

「Vigilance（＝不寝番の意。お客様のプラントを休むことな

く支えること）」キャンペーンを開始。2005年には

「VigilantPlant」を打ち出し、生産の改革、資産の有効活用、

安全の確保、ライフサイクルの最適化の4つの観点から、
当社が発表を行った「省エネ技術（節電・節油）・省エネ診断分科会」

テムの更新プロジェクトを受注。中東でも電力市場の開拓に

成功し、エジプトの5つの国営発電所向けに制御システムを

連続受注しました。また、当社が高いシェアを誇るLNGの

分野では、オーストラリアのLNG船1隻の延命化プロ

ジェクトと、ブルネイのLNG船2隻の造船プロジェクト

向けに制御システムを受注しました。

新興国の活発なエネルギー需要を背景に、制御市場は

中長期的に成長すると予測されています。当社は今後も

制御事業の拡大に注力していきます。

理想のプラントを具現化するための製品やソリューション

を次々と発表してきました。この活動は大きな成果を上げ、

海外でのYOKOGAWAの存在感は飛躍的に高まりました。

国内では、海外で訴求してきたポイントに加え、情報、省

エネ、サービスといった要素も取り入れ、お客様とビジョン

を共有しながら理想のプラントの実現に取り組みます。

グローバルに統一したビジョンを発信することで、お客様

により効果的にメッセージを伝えていきます。

南オーストラリア州アデレードにあるトレンスアイランド発電所
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第133期のご報告と今後の見通し

第133期（2008年度）の概況
当年度は、期後半からの急激な実体経済の悪化、半導体製造

設備に対する大幅な投資抑制、9月以降の急激な円高などの

影響により、売上高は大幅な減収となりました。急変した事業環境

を受け、徹底した費用削減、設備投資の抑制など、利益確保の

ための取り組みを実施しましたが、売上高の減少に加え、当年度

よりたな卸関係損が営業外費用から営業費用へ区分変更され

たことなどから、営業利益は減益となりました。経常利益は、上記

の区分変更、為替差損の減少などにより、減益額が営業利益の

減益額を下回りました。

当期純損失は、主に有価証券評価損、固定資産の減損損失の

計上により特別損失が増加したこと、また繰延税金資産を取り

崩し法人税等調整額が増加したことにより、減益額が経常利益の

減益額を上回りました。

制御事業
年度前半は、石油・石油化学、天然ガスなどのプラントへの投資

が活発に行われ堅調に推移しましたが、年度後半からは金融危機

とそれに伴う実体経済の悪化、原油価格の下落などにより海外で

計画中のプロジェクトの延期が生じたほか、国内でも大幅な減産、

投資抑制の動きが広がり、急速に市況が悪化しました。

こうした市場環境のもと、製品ラインアップの強化、既設プラント

の更新需要の取り込みに努めるとともに、社会インフラや省エネル

ギー・環境保全など市況の影響を比較的受けにくい分野に注力

しました。しかし、急速な市況の悪化に加え、為替レートが円高に

推移したことから、減収減益となりました。

計測機器事業
半導体テストシステムの市場は、半導体メーカ各社の設備投資

が大幅に抑制されたことから、かつて無い水準まで縮小しました。

測定器の市場は、新エネルギー、省エネルギー分野向けの電力

測定器は堅調だったものの、主要な市場である電機、自動車を中心

に設備投資や開発投資が大幅に抑制されたことから、全体として

低調に推移しました。こうした中で、コストパフォーマンスを重視し

た新製品を発売し受注の確保に努めましたが、年度後半からの

急激な市場の冷え込みの影響が大きく、結果として減収減益

となりました。

新事業その他
次世代通信網の本格普及に伴い市場が伸張しているフォト

ニクスビジネスでは、40Gbpsトランスポンダの小型化モデル

を発売し、海外市場に向けた活動を開始しました。また、ライフ

サイエンスビジネスでは、共焦点スキャナの海外市場が堅調に

推移するなか、高性能顕微鏡で世界最大手のカール・ツァイス

社と提携するなど海外販売を強化しました。しかし全体では、

アドバンストステージビジネスで半導体製造装置向け受注が

大幅に減少したこと、各ビジネスで事業立ち上げのための費用

が発生したことから、減収減益となりました。

次期（2009年度）の見通し
制御事業は、国内市場で引き続き設備投資の抑制が続く見込み

であり、海外市場も回復の時期が不透明です。さらに、為替レートを

前期平均と比較し円高に設定したことから外貨建て受注高・売上

高・営業利益等の円価相当額が減少する見込みであり、減収減益と

なる見通しです。計測機器事業については、半導体テスタビジネスの

受注は依然低水準が続く見込みです。また測定器ビジネスでは、

新エネルギー、省エネルギー向け投資は活発に行われるものの、

電機・自動車業界の投資抑制により厳しい状況が続く見込みです。

新事業その他のうちフォトニクスビジネスでは、40Gbps基幹系

光通信の導入活発化に伴い、受注が拡大する見込みです。また、

ライフサイエンスビジネスでは、共焦点スキャナの市場が堅調に

推移する見込みです。

これらの結果、2009年度の連結業績は、受注高・売上高・営業

利益ともに減少する見通しです。
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（注） 

セグメント別受注高 海外売上高 / 海外売上高比率 

ROE（自己資本利益率）/ ROA（総資産利益率） 

2008年度経営成績と2009年度の見通し 

セグメント別売上高 

セグメント別営業利益 

（億円） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000制御 

計測機器 

新事業 
その他 

3,012

341
412

3,765

3,222

688

464

4,3744,334

3,092

786

456

（2,885） 

（776） 

（452） 

（4,113） 

0

100

200

300

400

500
（億円） 

制御 

計測機器 

新事業 
その他 

47

291

274

391

-97
-20

2936

-73

（279） 

（350） 

（-73） 

-106

-138

（2） 

360

（%） 

0

60

20

40

80

100
（億円） 

0

1,000

500

1,500

2,500

2,000

2,433
2,289

（2,068） 

2007年度 2006年度 
（注） 

ROE
ROA

（%） 

-30

15

0

-15

30

2007年度 2006年度 

2008年度 
実績 

前期比 2009年度 
見通し 

受注高 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

3,743

3,765

47

3

△384

△808

△609

△227

△162

△501

3,250

3,150

△90

△130

△180

前期比 

△493

△615

△137

△133

204

（単位：億円） 

3,250

2,580

270
400

2009年度 
（計画） 

2,480

270
400

3,150

80

-65

-105

2,064

2008年度 

2008年度 2008年度 2006年度 2007年度 2006年度 
（注） 

2009年度 
（計画） 

2008年度 2006年度 2007年度 2006年度 
（注） 

2009年度 
（計画） 

55.652.8
（50.3） 54.8

2.6

5.1

2.9

5.5

-9.1

-19.8

-90
＊業績予想の為替レートは、１米ドル＝95円、１ユーロ＝125円を 
  前提としています。 

注：2006年度は海外連結子会社の決算期変更により、海外子会社が13か月決算（中国は15か月決算）となっています。（ ）の数値は、従来どおり12か月決算とした場合の実績です。
記載金額は億円未満を四捨五入して表示しています。

Business Review



Financial Statements

09 10第133期報告書・横河電機株式会社

連結損益計算書 （単位：百万円）

科目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

持分法による投資利益

雑収入

営業外費用

支払利息

たな卸資産処分損

たな卸資産評価損

為替差損

雑損失

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益（△損失）

法人税、住民税及び事業税

法人税等還付税額

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益

376,534
253,005
123,528
118,821

4,707
3,245

209
1,745

567
723

7,678
1,595
ー
ー

3,452
2,629

274
3,270

12,945
△9,400

3,189
△90

25,611
335

△38,446

437,448
277,430
160,018
132,605
27,412
3,740

391
1,612

869
867

14,699
1,308
5,501

401
4,570
2,918

16,453
2,642
4,660

14,434
5,230
△43

△3,129
709

11,667

△60,914
△24,425
△36,490
△13,784
△22,705
△495
△182

133
△302
△144
△7,021

287
ー
ー

△1,118
△289

△16,179
628

8,285
△23,834
△2,041
△47

28,740
△374

△50,113

増減
前年度

2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

当年度
2008年4月 1日から
2009年3月31日まで

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

連結範囲変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期末残高

24,461
△24,099

28,449
△2,187
26,624
30,209

ー

56,833

20,834
△51,043

23,923
△1,823
△8,107
38,178

138

30,209

3,627
26,944
4,526
△364

34,731
△7,969

ー

26,624

増減
前年度

2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

当年度
2008年4月 1日から
2009年3月31日まで

評価・換算
差額等合計

株主資本
合計

少数株主
持分

純資産
合計

前期末残高

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益（△損失）

自己株式の取得

自己株式の処分

その他

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

当期末残高

222,718
102

△4,121
△38,446
△10

7
△346

△42,917
179,902

△2,044

△10,633

△10,633
△12,678

4,170

△386

△386
3,783

224,844
102

△4,121
△38,446
△10

7
△346

△11,020

△53,938
171,008

連結貸借対照表 （単位：百万円）

科目

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

賞与引当金

その他

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

その他

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

年金負債調整額

為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産合計

負債・純資産合計

113,126
28,886
12,686
8,841

62,713
116,824
101,597

3,192
12,035

229,950

179,902
43,401
50,345
97,134
△10,978
△12,678

17
ー

△384
△12,311

3,783
171,008
400,959

145,370
40,034
18,979
14,511
71,846
74,429
55,993
5,221

13,215
219,799

222,718
43,401
50,355

139,952
△10,990
△2,044

2,991
1
ー

△5,036
4,170

224,844
444,644

△32,244
△11,148
△6,293
△5,670
△9,133
42,395
45,604
△2,029
△1,180
10,151

△42,816
0

△10
△42,817

12
△10,634
△2,973

ー
ー

△7,275
△387

△53,836
△43,685

増減前年度
2008年3月31日現在

当年度
2009年3月31日現在

科目

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

たな卸資産

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

224,431
56,987

110,387
ー
ー

20,842
11,583
12,281
3,280

11,999
△2,931
176,528
101,715
29,713
45,099
31,111
2,908

11,660
△580

400,959

242,366
31,738

142,902
301

44,815
ー
ー
ー

12,216
13,648
△3,256
202,277
111,543
22,036
68,697
40,266
16,605
12,465
△639

444,644

△17,935
25,249
△32,515

ー
ー
ー
ー
ー

△8,936
△1,649

325
△25,749
△9,828

7,677
△23,598
△9,155
△13,697
△805

59
△43,685

増減前年度
2008年3月31日現在

当年度
2009年3月31日現在

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

要約連結財務諸表
連結株主資本等変動計算書 当期 （2008年4月1日から2009年3月31日まで）（単位：百万円）

設備投資のための支出が減少したこと等から、投資活動による

キャッシュ・フローの支出が前年度に比べ269億44百万円減少

しました。

投資活動によるキャッシュ・フロー11

主に売掛金の回収により、営業活動によるキャッシュ・フローが36億

27百万円増加しました。

営業活動によるキャッシュ・フロー10

固定資産除売却損・減損損失25億57百万円、投資有価証券評価損

48億71百万円、事業再編損25億21百万円を計上したこと等か

ら、特別損失が82億85百万円増加しました。

特別損失8

売上高の減少に加え、当年度よりたな卸資産処分損・評価損が営業

外費用から営業費用へ区分変更されたこと等から、営業利益が前

年度と比べ227億5百万円減少しました。

営業利益7

金融市場の混乱に対応し、現金及び預金を通常より多く確保したこと

及び短期借入金・コマーシャルペーパーを長期の借入に切り替えたこ

とにより長期借入金が456億4百万円増加しました。

長期借入金5

当期純損失の計上により利益剰余金が428億17百万円、保有有価

証券の時価下落によりその他有価証券評価差額金が29億73百万

円、円高により為替換算調整勘定が72億75百万円減少したこと等か

ら、純資産が前年度と比べ538億36百万円減少しました。

純資産合計6

現在の事業環境において将来の課税所得の見積もりが困難となった

ことから繰延税金資産を取り崩した結果、流動資産及び固定資産の

繰延税金資産合計が前年度と比べ226億33百万円減少しました。

繰延税金資産4

売上高の減少により、受取手形及び売掛金が前年度と比べ325億

15百万円減少しました。

受取手形及び売掛金2

手元流動性を厚くするため、短期有利子負債の減少を上回る460

億円の長期借り入れを行ったことにより、現金及び預金が前年度と

比べ252億49百万円増加しました。

現金及び預金1

3

2

1

5

6

7

8

10

114

保有有価証券の値下がり及び一部売却により、投資有価証券が前

年度と比べ91億55百万円減少しました。

投資有価証券3

将来の課税所得の見積もりが困難となったため繰延税金資産を取り

崩したことから、法人税等調整額が287億40百万円増加しました。

法人税等調整額9

9

4
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のYOKOGAWA

CSR
YOKOGAWAは当年度、国連グローバル・コンパクトに参加しました。また、

社会貢献活動として、小学生を対象とした理科教室の開催や、地域に根ざしたボラン

ティア活動などに取り組みました。当年度のトピックスをご紹介します。

国連グローバル・コンパクトに参加

当社は、国際連合が提唱する人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原則

（国連グローバル・コンパクト）を支持することを決め、1月5日付で参加企業と

して登録されました。

国連グローバル・コンパクトは、1999年に当時の国連事務総長のコフィー・

アナン氏が世界経済フォーラムで提唱し、2000年に発足。参加する企業に対

し、人権、労働、環境、腐敗防止に関する国際的な規範を支持し、実践するよう

求めるもので、世界の約6,400団体が参加しています。

当社の事業活動は、いまや世界各地の経済、社会、環境に影響を与えるもの

となっています。当社はグローバル企業としての自覚を持ち、国際規範に則って、

世界で深刻化する環境や人権などの課題に積極的に取り組んでいきます。

韓国子会社が一人暮らしのお年寄りや困窮家庭を支援

韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリングでは、2002年の創立時

から、YOKOGAWAグループが企業理念で掲げる「YOKOGAWA人は

良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」という精神に基づき、積極的

な社会貢献活動や奉仕活動を行っています。社内のボランティアサークル

である「ダサラン会」のメンバー68人が中心となり、これまでに、老人福祉

会館の清掃、一人暮らしのお年寄りへの手作り食の配達、拘置所への衣類

の差し入れなどの活動を行ってきました。当年度は、一人暮らしのお年寄り

や困窮家庭へ、暖房用の燃料として練炭2,200個と灯油1,620リットルを

配布しました。「ダサラン」は韓国語で「たくさんの愛」の意。同社はこうした

活動を今後も継続していきます。

練炭を配布する社員ボランティア

Share Information

株式情報

株式の状況(2009年3月31日現在)

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

600,000,000 株

268,624,510 株

37,789 名

大株主(上位10名、敬称略)

株主名 持株数
(株)

所有比率
(%)

第一生命保険相互会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本生命保険相互会社

横河電機株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G）

オーエム04 エスエスビー クライアント オムニバス

横河電機持株会

みずほ信託退職給付信託（みずほコーポレート銀行口）

東京海上日動火災保険株式会社

22,697,000

18,003,000

14,773,900

14,284,615

11,037,684

10,047,500

8,697,259

6,998,950

6,643,990

4,694,936

8.44

6.70

5.49

5.31

4.10

3.74

3.23

2.60

2.47

1.74

株価・売買高の推移

20,000 

17,000 

14,000 

11,000 

8,000

2007年 2008年 2009年 

60,000 

40,000 

20,000 

0

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

売買高（千株） 

日経平均株価（円） 当社株価（円） 

5月 4月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

日経平均株価 

当社株価 

所有者別株主分布状況

所有者別株式分布状況

株主数 

37,789名 

個人株主 

その他法人等 

外国株主 

金融機関 

証券会社 

自己株式 

(97.69%) 

(1.10%) 

(0.92%) 

(0.19%) 

(0.10%) 

(0.00%)

36,915名 

417名 

347名 

72名 

37名 

1名 

株式数 

268,624千株 

外国株主 

個人株主 

その他法人等 

証券会社 

自己株式 

金融機関 

(21.59%) 

(19.97%) 

(6.04%) 

(2.62%) 

(4.11%) 

(45.68%) 

 

57,984千株 

53,637千株 

16,224千株 

7,041千株 

11,037千株 

122,699千株 



液化プラント 搬送 再ガス化プラント 

13 14第133期報告書・横河電機株式会社

Corporate Information

会社概要／役員

会社概要 (2009年3月31日現在)

商号

英文社名

創立

設立

資本金

従業員数

本社

事業所

支社・支店・
営業所

海外工場

海外販売・
エンジニア
リング・
サービス
拠点

横河電機株式会社

Yokogawa Electric Corporation

大正4年（1915年） 9月1日

大正9年（1920年） 12月1日

43,401,056,425円

20,247人（連結） 4,848人（個別）

〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

小峰事業所、相模原事業所、甲府事業所、青梅事業所、

駒ヶ根事業所、金沢事業所

関西支社、東北支店、千葉支店、豊田支店、中部支店、

北陸支店、中国支店、北九州支店、九州支店、新潟

営業所、四日市営業所、水島営業所、新居浜営業所、

沖縄営業所

米国・ブラジル・オランダ・ドイツ・シンガポール・

インドネシア・中国・韓国・インド

米国・カナダ・メキシコ・ブラジル・アルゼンチン・

チリ・コロンビア・オランダ・オーストリア・ベルギー・

ブルガリア・チェコ・フランス・ドイツ・ハンガリー・

アイルランド・イタリア・ノルウェー・ポーランド・

ポルトガル・ルーマニア・スロバキア・スペイン・

スウェーデン・イギリス・ロシア・カザフスタン・

ウクライナ・南アフリカ・アンゴラ・バーレーン・

エジプト・イラン・クウェート・オマーン・カタール・

サウジアラビア・アラブ首長国連邦・シンガポール・

インドネシア・マレーシア・フィリピン・タイ・ベトナム・

インド・中国・韓国・台湾・オーストラリア・ニュージー

ランド

役員一覧 (2009年6月29日現在)

代表取締役会長

代表取締役社長

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役（社外）

取締役（社外）

取締役（社外）

常勤監査役

常勤監査役

監査役（社外）

監査役（社外）

監査役（社外）

常務執行役員

執行役員

内田　　勲

海堀　周造

八木　和則

木村　和彦

三奈木輝良

藤井　　隆

山本　順二

内藤　正久

棚橋　康郎

勝俣　宣夫

小柳　敬史

牧野　　清

引馬　　滋

池田　輝彦

壱岐　浩一

白井　俊明

黒須　　聡

笹田　　学

作野　周平

湯原　仁志

奥住　俊樹

河田　泰紀

三浦　　明

鳥居　　誠

山田　　博

YOKOGAWA

Close 
-up

LNG市場で躍進する
YOKOGAWA

クリーンなエネルギーとして注目されるLNG（液化天然ガス）。YOKOGAWAは

30年以上にわたり、天然ガスの液化、搬送、再ガス化の各工程に制御システムを

中心としたソリューションを提供してきました。その実績と信頼性が高く評価され、

今日ではLNG計装におけるトップメーカの地位を確立しています。

■利用が広がるLNG

天然ガスは、石油や石炭などの化石燃料と比べ、エネルギー効率

が高い、亜硫酸ガスを排出しない、二酸化炭素排出量が少ないなど

の長所があります。しかし、産出地から離れた地域で活用するには、

気体のまま圧力を加えパイプラインで搬送するか、液体にして体積

を小さくし船などで搬送することが必要です。この液化された天然

ガスがLNGです。

LNGの利用は従来、日本など東アジアが中心でしたが、近年、中国

や欧米をはじめ、各国で利用が進んでいます。この背景には、需要の

ピークに対してパイプラインの供給能力に限界が生じていること、

政情不安などのリスクを考慮しパイプラインだけに頼った輸送を

避ける動きが出てきていることが挙げられます。また、石油で実用化

されているFPSO＊の技術をLNGに応用しようという動きもあり、

利用の加速が期待されます。

■YOKOGAWAの提供するソリューション

化石燃料資源の乏しい日本は、石油に替わるエネルギーとして、

1969年からLNGの輸入を開始。ODA（政府開発援助）を通じて

産出国のガス田開発を支援し、都市ガスや発電用燃料といった

重要なライフラインに利用を拡大してきました。こうした中で

YOKOGAWAは、日本でLNGの利用が始まった当初からプロジェクト

にかかわり、高度な品質と技術で長期安定供給に貢献してきました。

YOKOGAWAは、液化、搬送、再ガス化の各工程に対して、制御

システムやセンサ、分析計、シミュレータを提供し、生産、設備管理、

安全管理などさまざまな面からお客様を支援します。とくに、性状

の安定しない採掘ガスから安定した液化ガスを生産するための高度

制御技術や、数十年にわたり使用する制御システムを段階的に

グレードアップする技術などの面で、高い評価をいただいています。

LNGの需要は今後ますます増大すると予想されています。

YOKOGAWAは蓄積した技術を生かし、LNG市場におけるビジネス

をさらに拡大していきます。
＊FPSO:海底油田から石油を採掘して洋上で貯蔵し、タンカーに直接積み出す施設のこと。

これを海底ガス田に応用する技術の開発が進んでいます。

採掘された天然ガスは、産出地の液化プラントにおいて、マイナス162度という低温状態で液体に変えて体積を600分の1にし、低温状態を維持し

たままLNG船で消費地に運ばれます。消費地では、LNG受け入れ基地の貯蔵設備に備蓄され、必要に応じて再び気体に変え燃料として利用されます。

日本有数のLNG受け入れ基地である
東京ガス（株）袖ヶ浦工場様の中央制御室



事業年度

定時株主総会

基準日

単元株式数

上場証券取引所

株主名簿管理人及び
特別口座の管理機関

お問い合わせ先

特別口座に
関する事務取次所

公告方法

ホームページでもさまざまな情報をご覧いただけます。

http://www.yokogawa.co.jp/

IR情報メール配信登録のご案内

広報・IR室
株主様専用電話

租税特別措置法の平成20年改正（平成20年4月30日法律第23号）により、平成21年6月にお支払いする配当金について、株主様宛てに「支
払配当金額」や「源泉徴収税額」等を記載した「支払通知書」を送付することとなりました。配当を配当金領収証にて受け取られる株主様には、
来年の確定申告手続きに合わせて平成21年末から平成22年初頭に「支払通知書」を送付いたしますのでご覧ください。

本報告書に掲載されている当社及び当社グループの計画、見通し、戦略、判断などのうち、過去の事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、現時点で
入手可能な情報から得られた経営者の判断によるものです。実際の業績は、経済情勢や為替相場などさまざまな要因によって、これらの見通しと異なる可能性
があることをご承知おきください。

毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月

定時株主総会及び期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日
その他、必要がある場合は、あらかじめ公告します。

100株

東京証券取引所 市場第一部

〒103-8670 東京都中央区八重州1-2-1
みずほ信託銀行株式会社

〒168-8507 東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-288-324（フリーダイヤル）
受付時間　9:00～17:00（土日祝日を除く）

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
0422-52-5824 （平日9:00～17:00）

株主メモ HPのご案内

※住所変更等の事務手続きについては、お取引のある証券会社にお問い合わせください。 投資家の皆様に当社の情報を迅速にお届けするため、横河

電機IR情報メールを配信しております。ご登録は当社ホーム

ページにて承っております。

http://ir.yokogawa.jp/

なお、口座振込を指定されている株主様は、配当金をお受け取りの際に送付されている「配当金計算書」が「支払通知書」となりますので、
引き続き確定申告の際の添付資料としてご使用ください。

【お知らせ】上場株式配当等の支払いに関する通知書について


